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特 記 仕 様 書 

 

(総則) 

第１条 本特記仕様書は、県立歴史館文書整理保管庫空調設備更新工事に適用する。 

２ 本工事の施工にあたっては、茨城県土木部･企業局土木工事共通仕様書(以下、｢共

通仕様書｣という。)を準用するものとし、本特記仕様書は、共通仕様書を補完する。 

 

(工事数量) 

第２条 工事数量は、別紙｢本工事内訳書｣のとおりとする。 

 

(建設資材) 

第３条 使用する材料について、共通仕様書に定める条件を満たすものが、県産材で

確保できる場合には、その優先使用に努めること。なお、県産材とは、｢茨城県内で

生産されたもの、または加工し製品化されたもの｣をいう。 

 

(過積載の防止) 

第４条 本工事の施工にあたっては、次の事項を遵守すること。 

(１)積載重量制限を超過して工事用資材等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

(２)過積載を行っている資材納入業者から、資材を購入しないこと。 

(３)資材等の過積載を防止するため、建設発生土の処理及び骨材の購入等にあたって

は、下請事業者及び骨材等納入業者の利益を不当に害することのないようにするこ

と。 

(４)さし枠装着車、物品積載装置の不正改造をしたダンプカー及び不正表示車等に土

砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。また、これらの車両を工事現場に出

入りさせないこと。 

(５)過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から土砂等の引き渡しを受ける等、過積

載を助長するような行為をしないこと。 

(６)取引関係のあるダンプカー事業者が不正行為(過積載、さし枠装着車や不正表示車

等の使用)を行っている場合には、早急に不正状態を解消する措置を講ずること。 

(７)｢土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法｣(以下

｢法｣という。)の目的に鑑み、法第12条に規定する団体等の設立状況を踏まえ、同団

体等への加入者の使用を促進すること。 

(８)下請契約の相手方や資材納入業者の選定にあたっては、交通安全に対する配慮に

欠ける者やダンプトラック等によって悪質かつ重大な事故を発生させた者を排除す

ること。 

 

 (不正軽油の使用防止) 

第５条 本工事の施工にあたっては、下記の事項を遵守すること。 

(１)現場で不正軽油を使用しないこと。 

(２)現場で不正軽油を使用させないこと。 

(３)不正軽油を購入しないこと。 

(４)取引関係にある運送事業者等が不正軽油を使用している場合は、早急に不正状態

を解消する措置を講じること。 

(５)下請契約の相手方、または燃料納入業者を選定するにあたっては、不正軽油を使

用する者、または不正軽油を販売する者を排除すること。 

(６)県税事務所職員による使用燃料の抜き取り調査に協力すること。また、調査の際
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には、現場代理人が立ち会うこと。 

(７)当該工事に関して、法令(地方税法等)に違反していることが判明した場合は、直

ちに監督員に報告すること。 

 

(現場代理人の兼務) 

第６条 本工事の受注者は、本工事の現場代理人が他の一つの工事の現場代理人を兼

務するときは、あらかじめ書面（様式１）により届け出なければならない。この場

合において、受注者は、連絡員を指名のうえ届け出るものとする。 

２ 兼務に当たっては、現場代理人は、一方の現場に偏ることなく適切に現場を管理

しなければならない。 

３ 作業期間中に現場代理人が他の工事の兼務のため不在となるときには、連絡員が

当該現場に常駐しなければならない。 

４ 兼務に係る工事について、安全管理の不徹底に起因する事故の発生、その他現場

体制の不備が生じた場合は、その後の、当該受注者に係る農林水産部及び土木部並

びに企業局発注工事においては原則として兼務を認めない。 

 

(創意工夫等に関する実施状況) 

第７条 受注者は、本工事において実施した｢高度技術｣及び自主的に実施した｢創意工

夫｣、｢社会性｣に関する状況を茨城県土木部工事成績評定要領第5条第5項(別紙-6様式)

に基づき提出できる。 

２ 発注者は、受注者から提出のあった創意工夫等に関する実施状況の内容を検討し、

評価すべき内容であれば、工事成績評定にてこれを考慮する。 

 

（留意事項） 

第８条 工事履行に必要な関係官庁への打合せ、確認及び届出等については遅滞なく

これを行うこと。 

 

(疑義) 

第９条 本工事の施工及び設計図書等に疑義が生じた場合には、監督員と協議のうえ、

その指示に従うこと。 


